
四半期報告書 

株式会社精工技研 

千葉県松戸市松飛台296番地の１ 

（第39期第２四半期） 

自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日 



目       次 

  頁

表 紙      

    

第一部 企業情報      

第１ 企業の概況      

１ 主要な経営指標等の推移 …………………………………………………………………………………………  1

２ 事業の内容 …………………………………………………………………………………………………………  2

３ 関係会社の状況 ……………………………………………………………………………………………………  2

４ 従業員の状況 ………………………………………………………………………………………………………  2

第２ 事業の状況      

１ 生産、受注及び販売の状況 ………………………………………………………………………………………  3

２ 事業等のリスク ……………………………………………………………………………………………………  4

３ 経営上の重要な契約等 ……………………………………………………………………………………………  4

４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 …………………………………………………  4

第３ 設備の状況 ……………………………………………………………………………………………………………  6

第４ 提出会社の状況      

１ 株式等の状況      

(1）株式の総数等 ……………………………………………………………………………………………………  7

(2）新株予約権等の状況 ……………………………………………………………………………………………  8

(3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 …………………………………………………  12

(4）ライツプランの内容 ……………………………………………………………………………………………  12

(5）発行済株式総数、資本金等の推移 ……………………………………………………………………………  12

(6）大株主の状況 ……………………………………………………………………………………………………  12

(7）議決権の状況 ……………………………………………………………………………………………………  13

２ 株価の推移 …………………………………………………………………………………………………………  13

３ 役員の状況 …………………………………………………………………………………………………………  13

第５ 経理の状況 ……………………………………………………………………………………………………………  14

１ 四半期連結財務諸表      

(1）四半期連結貸借対照表 …………………………………………………………………………………………  15

(2）四半期連結損益計算書 …………………………………………………………………………………………  17

(3）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 ………………………………………………………………………  19

２ その他 ………………………………………………………………………………………………………………  35

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ………………………………………………………………………………………  36

    

［四半期レビュー報告書］      



【表紙】

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月12日 

【四半期会計期間】 第39期第２四半期（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

【会社名】 株式会社精工技研 

【英訳名】 SEIKOH GIKEN Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  上 野 昌 利 

【本店の所在の場所】 千葉県松戸市松飛台296番地の１ 

【電話番号】 （047）311－5111 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長  栁 瀬 晴 夫 

【最寄りの連絡場所】 千葉県松戸市松飛台296番地の１ 

【電話番号】 （047）388－6401 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長  栁 瀬 晴 夫 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

３. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第38期 

第２四半期連結
累計期間 

第39期 
第２四半期連結

累計期間 

第38期 
第２四半期連結

会計期間 

第39期 
第２四半期連結 

会計期間 
第38期 

会計期間 

自平成21年 
４月１日 
至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
４月１日 
至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 
至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 
至平成22年 
９月30日 

自平成21年 
４月１日 
至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  2,310,335  2,467,737  1,262,597  1,280,048  4,683,374

経常損失（千円）  △407,532  △122,287  △160,661  △22,150  △716,068

四半期（当期）純損失（千円）  △338,018  △568,461  △164,815  △308,002  △1,342,823

純資産額（千円） － －  21,183,579  19,385,681  20,079,188

総資産額（千円） － －  22,748,562  20,675,078  21,660,069

１株当たり純資産額（円） － －  2,317.63  2,120.96  2,196.82

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（円） 
 △36.98  △62.19  △18.03  △33.70  △146.91

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  93.1  93.8  92.7

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △3,477  △590,644 － －  30,412

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △197,120  348,710 － －  △436,669

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △157,982  △34 － －  △158,018

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  1,921,570  1,368,355  1,671,388

従業員数（人） － －  860  886  1,026

－ 1 －



 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１. 従業員数は、就業人員であります。 

    ２. 従業員数が当第２四半期連結会計期間において49名減少しましたのは、主として提出会社の全社的な経営

の合理化の為の希望退職者募集の実施によるものであります。  

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１. 従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員であります。 

    ２. 従業員数が当第２四半期会計期間において42名減少しましたのは、主として全社的な経営の合理化の為の

希望退職者募集の実施によるものであります。  

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 886      

  平成22年９月30日現在

従業員数（人） 193      

－ 2 －



(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

    ２. 金額は販売価格によっております。 

    ３. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

    ２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２. 前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は、全て100分の10未満のため、記載を省略しております。 

３. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

  
前年同四半期比（％）  

  

精機関連（千円）  213,317  －

光製品関連（千円）  1,033,287  －

合計（千円）  1,246,604  －

セグメントの名称 受注高 
前年同四半期比

（％） 
受注残高 

前年同四半期比 
（％） 

精機関連（千円）  183,944  －  75,914  －

光製品関連（千円）  1,030,284  －  381,983  －

 合計（千円）  1,214,228  －  457,897  －

セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％） 

精機関連（千円）  215,460  －

光製品関連（千円）  1,064,588  －

合計（千円）  1,280,048  －

－ 3 －



  

 当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  

  

（１）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間における世界経済は米国や欧州各国の景気減速感が強まる中、中国をはじめとする新興

国は底堅い成長が続きました。わが国経済においては緩やかな回復傾向が続いているものの、長期化する円高を背景

に輸出関連を中心に企業業績が下振れし、雇用・所得環境も低迷が続く等、先行きの不透明感は払拭できない状況が

続いています。 

 当社グループが属する情報通信・デジタル家電関連業界におきましては、政府が主導するエコポイント制度の効果

もあり、地デジ対応薄型テレビの国内販売が好調に推移しました。しかしながら、一般消費者を対象とするデジタル

家電は市場価格の下落が著しく、市場を構成する企業間の競争環境は、世界的な規模で一段と厳しくなっています。

  

 こうした中で当社グループは、いかなる経営環境下でも堅実に利益を創出できる企業体質の構築を目指して、当期

から５ヵ年にわたる新たな長期経営計画『マスタープラン2010』をスタートさせています。計画の中では、目指す企

業ビジョンを「精密加工を核に、世界の顧客のベストパートナーになる。～顧客の成長に必要な唯一無二の存在～」

と定めました。筋肉質な企業体質づくりを目指す「事業の再構築」、販売力と商品開発力の強化による「事業拡

大」、迅速で的確な意思決定を実現する「組織変革」の３つの観点から、抜本的な改革を進めています。 

  

 当第２四半期連結会計期間においては、長期経営計画「マスタープラン2010」に基づき、「事業の再構築」と「組

織変革」を中心に施策を展開いたしました。 

 ６月には勤続１年以上の社員を対象に希望退職者の募集を行い、合計39名の応募者が７月20日付で退職いたしまし

た。また９月には、平成18年に開設した販売会社、香港精工技研有限公司を休眠化いたしました。その他にも開発案

件の選択と集中により、新規事業化の加速と研究開発費の削減を行うなど、「事業の再構築」を進めました。 

 ７月には、従来、精機・光製品の事業部ごとに分かれていた組織を、営業・技術開発・製造の各機能別に再編成い

たしました。併せて組織単位を細分化し、各組織単位ごとの採算を数値で明らかにする管理会計手法を導入するなど

「組織変革」を進め、経営目標の達成に向けて効率的な組織体制の構築に努めました。 

  

 販売面では、光ディスク成形用金型を主力製品とする精機関連、光通信用部品とその製造機器を主力製品とする光

製品関連の両セグメントにおいて、既存顧客の維持と新規顧客の開拓に取り組みました。その結果、当第２四半期連

結会計期間における連結売上高は1,280,048千円（前年同期比1.4％増）となりました。損益面においては、長期経営

計画「マスタープラン2010」に基づく固定費削減や、継続的な原価削減活動に取り組みましたが、営業損益は13,618

千円の営業損失（前年同期は205,910千円の営業損失）となりました。また、受取利息や為替差損等の営業外損益を

計上した結果、経常損益は22,150千円の経常損失（前年同期は160,661千円の経常損失）となりました。四半期純損

益は、一部の固定資産の減損処理等に伴う特別損失を計上した結果、308,002千円の四半期純損失（前年同期は

164,815千円の四半期純損失）となりました。 

  

 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

－ 4 －



 セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 精機事業 

 光ディスク成形メーカー各社の設備稼働率と設備投資意欲は停滞していることから光ディスク成形用金型とそのメ

ンテナンス需要は低調に推移し、売上高は215,460千円となりました。営業損益につきましては、本社において固定

費削減施策や継続的な原価低減に取り組んだものの、売上高が依然、低水準で推移したことから、79,614千円の営業

損失を計上することとなりました。 

② 光製品事業 

 光通信関連市場は、新興国を中心に緩やかながらも拡大基調が続いていることから、光接続部品や製造機器等の需

要が増大し、売上高は1,064,588千円となりました。営業損益につきましては、中国の連結子会社の利益が伸長した

ほか、本社において固定費削減施策や継続的な原価低減に取り組んだ結果、65,995千円の営業利益を計上することが

できました。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は1,368,355千円となり、第１四半期連結会計期

間末から38,804千円減少いたしました。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果、資金は360,454千円減少いたしました（前年同期は104,173千円の増加）。営業活動による資金増

加の主な要因は、減損損失239,530千円、減価償却費85,589千円等であり、資金減少の主な要因は、売上債権の増加

額200,879千円、未払金の減少額261,855千円、税金等調整前四半期純損失295,717千円等であります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果、資金は383,557千円増加いたしました（前年同期は94,992千円の減少）。投資活動による資金増

加の主な要因は、定期預金の払戻による収入604,178千円等であり、資金減少の主な要因は、定期預金の預入による

支出169,393千円、有形固定資産の取得による支出65,190千円等であります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果、資金は34千円減少いたしました（前年同期は資金の増減なし）。財務活動による資金減少の要因

は、自己株式取得による支出であります。 

  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。 

  

（４）研究開発活動  

 当社グループの研究開発活動の内容は、新事業領域に向けた新技術や新製品の開発と、既存セグメントにおける製

品改良や生産技術の改善に大別されます。 

 新しい事業領域に向けた新技術や新製品の開発は、精機関連・光製品関連の両セグメント及び開発担当部門におい

て実施しており、当第２四半期連結会計期間において発生した研究開発費は67,754千円となりました。一方、既存セ

グメントにおける製品改良や生産技術の改善は、精機関連・光製品関連の両セグメントの技術担当部署が担当してお

りますが、当第２四半期連結会計期間にこれらの活動に要した費用は54,491千円となっております。これにより、当

第２四半期連結会計期間における研究開発活動費用の総額は122,246千円となりました。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

－ 5 －



(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

  

  

  

第３【設備の状況】

－ 6 －



①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  37,000,000

計  37,000,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式  9,333,654  9,333,654

 大阪証券取引所 

 ＪＡＳＤＡＱ 

 （スタンダード）  

単元株式数100株

計  9,333,654  9,333,654 － － 
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① 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権 

株主総会の特別決議日（平成13年６月21日） 

（注）権利行使の条件として以下の１から６までの条件を設けております。 

１ 権利を付与された者は平成15年７月１日以降、新株引受権の行使が可能になるものとし、以下の区分に従っ

て付与された新株引受権の一部又は全部を行使することができることとします。なお、以下の計算の結果、

行使可能な株式数が１単元の株式数の整倍数でない場合は、１単元の株式数の整倍数に切り上げた数としま

す。 

(1) 平成15年７月１日以降、平成16年６月30日までは付与株式数の10分の３まで行使することができる。 

(2) 平成16年７月１日以降、平成17年６月30日までは(1)の期間に行使した分を含めて付与株式数の10分の６

となるまで行使することができる。 

(3) 平成17年７月１日以降、平成23年６月21日までは付与株式数のすべてについて、行使することができる。

２ 権利を付与された者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができます。ただし、６に掲げる権利

付与契約に定める条件により、その行使可能な付与株式数及び行使可能な期間等について制限されることが

あります。 

３ 権利を付与された者は、当社及び当社関係会社の役員または従業員の地位を喪失した場合には新株引受権を

行使することはできません。ただし、取締役の任期満了及び従業員の会社都合による退職その他これらに準

じて当社取締役会が権利の存続を相当と認めた場合には、権利行使を認めることができるものとします。そ

の他、後記６に掲げる権利付与契約に定める条件により、その行使可能な付与株式数及び行使可能な期間等

について制限されることがあります。 

４ 権利を付与された者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入その他一切の処分をすることができません。

５ 権利付与日以降、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行う場合、株式交換若しくは株式移転を行う場

合、また会社分割を行う場合、その他これらの場合に類して調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場

合は、必要最小限かつ合理的な範囲で付与株式数、発行価額、権利行使期間その他の条件の調整若しくは新

株引受権行使の制限を行い、又は未行使の新株引受権を失効させることができるものとします。 

６ この他、権利行使の条件は、平成13年６月21日開催の当社定時株主総会決議及び当社取締役会決議に基づ

き、当社と付与の対象者との間で締結する権利付与契約に定めるものとします。 

  

  

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個）  －

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  5,200

新株予約権の行使時の払込金額（円）  7,411

新株予約権の行使期間 
 平成15年７月１日～ 

平成23年６月21日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格         7,411 

資本組入額    3,706 

新株予約権の行使の条件 （注） 

新株予約権の譲渡に関する事項 
付与された権利を第三者に譲渡、質入その他一切の処分を

することができない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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② 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

株主総会の特別決議日（平成14年６月20日） 

 株式会社精工技研 第１回新株予約権（平成14年12月19日発行） 

 (注)  １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を承継し、これを行使することができます。ただし、新株

予約権割当契約に定める条件により、行使可能な新株予約権の数及び行使可能期間等について制限がなさ

れ、又は新株予約権を当社に返還すべきこととなることがあります。 

また、新株予約権者が当社又は当社子会社の役社員の地位を喪失した場合には新株予約権を当社に返還する

ものとし、これを行使することができません。ただし、取締役の任期満了及び従業員の会社都合による退職

その他これらに準じて当社取締役会が新株予約権の存続を相当と認めた場合には、新株予約権の行使を認め

ることができます。この際、新株予約権割当契約に定める条件により、行使可能な新株予約権の数及び行使

可能期間等について制限がなされることがあります。 

その他の条件は、平成14年６月20日開催の当社定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づき、

当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによります。

  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個）  （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  36,200

新株予約権の行使時の払込金額（円）  2,187

新株予約権の行使期間 
 平成15年７月１日～ 

平成24年６月20日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格         2,187 

資本組入額    1,094 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の第三者への譲渡、質入その他一切の処分は認

めない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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株主総会の特別決議日（平成17年６月22日） 

 株式会社精工技研 第２回新株予約権（平成17年12月22日発行） 

  (注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ ① 新株予約権者は、権利行使日の属する年度の前年度の当社グループ連結決算において、営業利益額が当

該年度の前年度の営業利益額より増加している場合に限り、各新株予約権を行使することができる。 

② 新株予約権者が当社就業規則第28条（新株予約権者が当社のグループ事業会社の従業員である場合は、

その就業規則において同様の目的で定める規定とする。）に定める休職期間中にある場合、各新株予約権

を行使することができない。 

③ 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

④ その他の条件は、平成17年６月22日開催の当社定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところにより

ます。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個） （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  60,300

新株予約権の行使時の払込金額（円）  3,950

新株予約権の行使期間 
 平成19年９月１日～ 

平成24年８月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格         3,950 

資本組入額       1,975 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の第三者への譲渡、質入その他一切の処分は認

めない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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 株主総会の特別決議日（平成17年６月22日） 

 株式会社精工技研 第３回新株予約権（平成18年４月25日発行） 

  (注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ ① 新株予約権者は、権利行使日の属する年度の前年度の当社グループ連結決算において、営業利益額が当

該年度の前年度の営業利益額より増加している場合に限り、各新株予約権を行使することができる。 

② 新株予約権者が当社就業規則第28条（新株予約権者が当社のグループ事業会社の従業員である場合は、

その就業規則において同様の目的で定める規定とする。）に定める休職期間中にある場合、各新株予約権

を行使することができない。 

③ 各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

④ その他の条件は、平成17年６月22日開催の当社定時株主総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところにより

ます。 

  

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個） （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 
普通株式 

単元株式数100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  18,600

新株予約権の行使時の払込金額（円）  4,180

新株予約権の行使期間 
 平成19年９月１日～ 

平成24年８月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

発行価格    4,180 

資本組入額   2,090 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の第三者への譲渡、質入その他一切の処分は認

めない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 

（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成22年７月１日～ 

平成22年９月30日 
 -  9,333,654  -  6,791,682  -  10,571,419

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

上野 昌利 千葉県松戸市  912,000  9.77

有限会社 高志 千葉県松戸市下矢切188-11  694,000  7.44

有限会社 光研 千葉県松戸市三矢小台2-6-2  623,000  6.67

木村 保 千葉県松戸市  609,200  6.53

細江 由紀子 千葉県松戸市  462,500  4.96

都丸 由美子 千葉県松戸市  460,500  4.93

高橋 光雄 千葉県松戸市  395,100  4.23

高橋 藤子 千葉県松戸市  381,500  4.09

上野 淳 千葉県松戸市  329,000  3.52

吉田 智恵 東京都中央区  329,000  3.52

計 －  5,195,800  55.67
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①【発行済株式】  

  (注) 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式 95株が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。  

 役職の異動 

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
 （自己保有株式） 

 普通株式    193,500 
－ 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他）  普通株式   9,137,500  91,375 同上 

単元未満株式  普通株式   2,654 － 同上 

発行済株式総数  9,333,654 － － 

総株主の議決権 －  91,375 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する 

所有株式数の割合
(％) 

（自己保有株式） 

 株式会社精工技研 
千葉県松戸市松飛台296―１  193,500 －       193,500  2.07

計 ―  193,500 －       193,500  2.07

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円）  910  807  736  682  635  580

最低（円）  750  655  661  631  513  513

３【役員の状況】

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 事業本部長 常務取締役 光製品グループリーダー 木村 保 平成22年７月１日

取締役 管理本部長 取締役 経営企画室長 栁瀬 晴夫 平成22年７月１日

取締役 
経営推進室長 

兼 事業本部副本部長 
取締役 社長付 神原 敏行 平成22年７月１日
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査法人

トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,616,751 13,331,995

受取手形及び売掛金 1,429,730 1,197,020

商品及び製品 193,783 217,228

仕掛品 328,960 349,725

原材料及び貯蔵品 279,288 322,763

未収還付法人税等 11,155 22,977

その他 196,810 215,602

貸倒引当金 △2,349 △3,046

流動資産合計 15,054,131 15,654,266

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,890,638 3,910,151

減価償却累計額 △2,283,730 △2,238,323

建物及び構築物（純額） 1,606,907 1,671,827

機械装置及び運搬具 2,212,582 2,369,637

減価償却累計額 △1,939,099 △1,902,786

機械装置及び運搬具（純額） 273,482 466,850

土地 2,131,083 2,131,083

その他 2,078,183 2,177,840

減価償却累計額 △1,520,848 △1,524,283

その他（純額） 557,334 653,557

有形固定資産合計 4,568,809 4,923,319

無形固定資産   

のれん － 7,639

その他 50,640 64,655

無形固定資産合計 50,640 72,295

投資その他の資産   

投資有価証券 12,895 15,336

投資不動産（純額） 865,559 869,055

その他 123,041 125,795

投資その他の資産合計 1,001,497 1,010,188

固定資産合計 5,620,947 6,005,802

資産合計 20,675,078 21,660,069
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 252,821 253,217

未払法人税等 33,048 32,318

その他 409,153 669,025

流動負債合計 695,023 954,561

固定負債   

退職給付引当金 307,624 328,534

長期未払金 145,389 147,490

長期預り保証金 119,931 128,497

長期預り敷金 19,037 19,037

その他 2,392 2,759

固定負債合計 594,373 626,318

負債合計 1,289,396 1,580,880

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,791,682 6,791,682

資本剰余金 10,571,419 10,571,419

利益剰余金 2,831,716 3,400,178

自己株式 △427,177 △427,143

株主資本合計 19,767,641 20,336,137

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △3,607 △1,012

為替換算調整勘定 △378,352 △255,936

評価・換算差額等合計 △381,959 △256,948

純資産合計 19,385,681 20,079,188

負債純資産合計 20,675,078 21,660,069
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 2,310,335 2,467,737

売上原価 1,758,736 1,664,667

売上総利益 551,599 803,070

販売費及び一般管理費 ※  1,059,105 ※1  916,513

営業損失（△） △507,506 △113,443

営業外収益   

受取利息 42,561 20,396

受取配当金 220 222

投資不動産賃貸料 19,200 19,200

その他 50,697 13,340

営業外収益合計 112,679 53,160

営業外費用   

不動産賃貸原価 6,607 6,128

為替差損 4,721 53,307

その他 1,376 2,568

営業外費用合計 12,704 62,004

経常損失（△） △407,532 △122,287

特別利益   

固定資産売却益 － 9,202

貸倒引当金戻入額 － 496

特別利益合計 － 9,699

特別損失   

固定資産除却損 624 6,521

固定資産売却損 469 1,726

事業構造改善費用 － ※2  182,026

減損損失 － ※3  239,530

投資有価証券評価損 290 －

特別損失合計 1,384 429,804

税金等調整前四半期純損失（△） △408,916 △542,392

法人税、住民税及び事業税 7,369 24,713

過年度法人税等戻入額 △74,451 －

法人税等調整額 8,294 1,355

法人税等合計 △58,787 26,069

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △568,461

少数株主損失（△） △12,109 －

四半期純損失（△） △338,018 △568,461
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 1,262,597 1,280,048

売上原価 944,503 840,372

売上総利益 318,094 439,676

販売費及び一般管理費 ※  524,004 ※1  453,295

営業損失（△） △205,910 △13,618

営業外収益   

受取利息 21,427 10,223

受取配当金 26 36

投資不動産賃貸料 9,600 9,600

その他 27,167 3,081

営業外収益合計 58,221 22,941

営業外費用   

不動産賃貸原価 3,303 3,064

為替差損 8,735 26,025

その他 934 2,383

営業外費用合計 12,973 31,473

経常損失（△） △160,661 △22,150

特別利益   

固定資産売却益 － 760

特別利益合計 － 760

特別損失   

固定資産除却損 624 710

固定資産売却損 △10 27

事業構造改善費用 － ※2  34,059

減損損失 － ※3  239,530

投資有価証券評価損 290 －

特別損失合計 903 274,327

税金等調整前四半期純損失（△） △161,565 △295,717

法人税、住民税及び事業税 5,325 11,460

法人税等調整額 △659 824

法人税等合計 4,665 12,285

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △308,002

少数株主損失（△） △1,416 －

四半期純損失（△） △164,815 △308,002

－ 18 －



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △408,916 △542,392

減損損失 － 239,530

減価償却費 240,863 168,800

のれん償却額 39,237 3,808

受取利息及び受取配当金 △42,781 △20,619

賃貸料の受取額 △19,200 △19,200

固定資産売却損益（△は益） 469 △7,476

固定資産除却損 624 6,521

投資有価証券評価損益（△は益） 290 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,156 △496

長期未払金の増減額（△は減少） △1,100 △2,100

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,001 △20,910

為替差損益（△は益） △3,773 4,939

売上債権の増減額（△は増加） 221,406 △276,273

たな卸資産の増減額（△は増加） 63,699 59,174

その他の資産の増減額（△は増加） 70,930 2,701

仕入債務の増減額（△は減少） △237,058 42,065

未払金の増減額（△は減少） － △206,733

その他の負債の増減額（△は減少） △55,973 △32,779

小計 △104,438 △601,441

利息及び配当金の受取額 34,091 26,859

法人税等の還付額 84,047 19,028

法人税等の支払額 △17,177 △35,091

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,477 △590,644

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △4,171,521 △6,725,081

定期預金の払戻による収入 4,171,640 7,132,352

有形固定資産の取得による支出 △180,662 △163,075

有形固定資産の売却による収入 576 85,761

無形固定資産の取得による支出 △3,139 －

投資有価証券の取得による支出 △144 △153

投資不動産の賃貸による収入 19,200 19,200

差入保証金の回収による収入 － 1,757

差入保証金の差入による支出 △35,583 △532

その他の収入 4,076 －

その他の支出 △1,563 △1,517

投資活動によるキャッシュ・フロー △197,120 348,710
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △20,880 －

自己株式の取得による支出 － △34

配当金の支払額 △137,102 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △157,982 △34

現金及び現金同等物に係る換算差額 61,530 △61,064

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △297,049 △303,033

現金及び現金同等物の期首残高 2,218,619 1,671,388

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,921,570 ※  1,368,355
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

 会計処理基準に関する事項

の変更 

  資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。なお、

これにより損益に与える影響はありません。  

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の負債の増減額」に含め

て表示しておりました「未払金の増減額」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記するこ

ととしました。なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他の負債の増減

額」に含まれる「未払金の増減額」は△43,002千円であります。  

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

固定資産の減価償却費の算定方法   定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 該当事項はありません。  

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  

  

────── 

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    千円

給料手当 289,928

減価償却費 86,583

研究開発費 241,141

退職給付費用 10,693

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

※２ 事業構造改善費用は、構造改革の一環として行った

固定費の削減と業務効率化に伴う特別退職割増金及び

再就職支援費用140,833千円、本社第１工場解体費用

21,210千円、本社工場のレイアウト変更費用等19,982

千円であります。 

  

※３ 減損損失 

   当第２四半期連結累計期間において当社グループ

は、以下の資産グループについて減損損失を計上しま

した。   

（経緯） 

 本社精機事業、本社光製品事業、本社レーザー開発

事業については回収可能性が見込めないため、減損損

失を認識いたしました。 

   

    千円

給料手当 295,395

減価償却費 50,298

研究開発費 168,294

退職給付費用 20,096

用 途 種 類  場 所  

精機関連 
製造設備 

建物及び構築物 
機械装置及び 
運搬具 
その他  

千葉県松戸市 
本社工場 

光製品関連 
製造設備  

建物及び構築物 
機械装置及び 
運搬具  
その他  

千葉県松戸市 
第４工場 

レーザー開発
製造設備 

その他  
千葉県松戸市 
第２工場 
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前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

   

 （減損損失の金額） 

（グルーピングの方法） 

原則として事業部門別に区分し、賃貸資産については

個々の物件単位でグルーピングをしております。 

また、遊休資産については個別資産ごとにグルーピン

グを行っております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は、建物及び構築物・機械装置及び運搬

具・その他については使用価値により測定しており、

将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナス

と見込まれ、かつ、減損対象資産の正味売却価額はな

いため、回収可能価額は零として評価しております。

   

 種 類 金 額（千円） 

建物及び構築物   4,911

機械装置及び運搬具   123,680

その他  110,938

計  239,530
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前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  

────── 

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

    千円

給料手当 140,103

減価償却費 41,729

研究開発費 139,055

退職給付費用 4,323

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

※２ 事業構造改善費用は、構造改革の一環として行った

固定費の削減と業務効率化に伴う本社第１工場解体費

用21,210千円、本社工場のレイアウト変更費用等

12,849千円であります。 

  

※３ 減損損失 

   当第２四半期連結会計期間において当社グループ

は、以下の資産グループについて減損損失を計上しま

した。    

（経緯） 

 本社精機事業、本社光製品事業、本社レーザー開発

事業については回収可能性が見込めないため、減損損

失を認識いたしました。 

   

    千円

給料手当 149,530

減価償却費 27,072

研究開発費 67,754

退職給付費用 8,929

用 途 種 類  場 所  

精機関連 
製造設備  

建物及び構築物 
機械装置及び 
運搬具 
その他  

千葉県松戸市 
本社工場  

光製品関連 
製造設備  

建物及び構築物 
機械装置及び 
運搬具 
その他  

千葉県松戸市 
第４工場 

レーザー開発
製造設備  

その他  
千葉県松戸市 
第２工場 
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前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

   

 （減損損失の金額） 

（グルーピングの方法） 

原則として事業部門別に区分し、賃貸資産については

個々の物件単位でグルーピングをしております。 

また、遊休資産については個別資産ごとにグルーピン

グを行っております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は、建物及び構築物・機械装置及び運搬

具・その他については使用価値により測定しており、

将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナス

と見込まれ、かつ、減損対象資産の正味売却価額はな

いため、回収可能価額は零として評価しております。

   

 種 類 金 額（千円） 

建物及び構築物   4,911

機械装置及び運搬具   123,680

その他  110,938

計  239,530
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 
  
  該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   該当事項はありません。  

  

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの  

   該当事項はありません。 

                                

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                             （平成21年9月30日現在） 

       千円 

現金及び預金勘定  13,503,573

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △11,582,003

現金及び現金同等物  1,921,570

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                             （平成22年9月30日現在） 

       千円 

現金及び預金勘定  12,616,751

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △11,248,396

現金及び現金同等物  1,368,355

（株主資本等関係）

普通株式     9,333千株   

普通株式      193千株   
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  前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

                                          (単位：千円) 

 （注）１．事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な製品 

     前第２四半期連結会計期間 

 (1) 精機事業  ： 光ディスク成形用金型、粉末冶金用金型、レンズ等 

 (2) 光製品事業 ： 光コネクタ、光コネクタ付コード、光減衰器、フェルール、アイソレータ、 

                光コネクタ研磨機、無給電光伝送装置等 

  前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

                                          (単位：千円) 

 （注）１．事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分の主な製品 

     前第２四半期連結累計期間 

 (1) 精機事業  ： 光ディスク成形用金型、粉末冶金用金型、レンズ等 

 (2) 光製品事業 ： 光コネクタ、光コネクタ付コード、光減衰器、フェルール、アイソレータ、 

                光コネクタ研磨機、無給電光伝送装置等 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  精機事業 光製品事業 計 消去又は全社 連結  

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高  236,509  1,026,088  1,262,597  －  1,262,597  

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －  

計  236,509  1,026,088  1,262,597  －  1,262,597  

営業損失(△)  △190,547  △15,362  △205,910  －  △205,910  

  精機事業 光製品事業 計 消去又は全社 連結  

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高  411,305  1,899,030  2,310,335  －  2,310,335  

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －  

計  411,305  1,899,030  2,310,335  －  2,310,335  

営業損失(△)  △379,871  △127,635  △507,506  －  △507,506  

－ 27 －



  前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

                                          (単位：千円) 

  前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

                                          (単位：千円) 

   (注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。  

      (1) 北米     ：  米国 

      (2) アジア    ：  中国、台湾 

      (3) ヨーロッパ  ：  ドイツ 

【所在地別セグメント情報】

  日本 北米 アジア ヨーロッパ 計 消去又は全社 連結 

売上高    

(1）外部顧客に対する売

上高 
 582,125  171,581  307,173  201,717  1,262,597  －  1,262,597

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 244,241  132  242,824  －  487,198 (487,198)  －

計  826,367  171,713  549,997  201,717  1,749,796 (487,198)  1,262,597

営業利益又は営業損失

(△) 
 △276,839  △4,185  56,800  △7,469  △231,694  25,784  △205,910

  日本 北米 アジア ヨーロッパ 計 消去又は全社 連結 

売上高    

(1）外部顧客に対する売

上高 
 1,017,820  352,604  529,534  410,375  2,310,335  －  2,310,335

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 499,515  960  503,115  296  1,003,888 (1,003,888)  －

計  1,517,336  353,565  1,032,650  410,671  3,314,223 (1,003,888)  2,310,335

営業利益又は営業損失

(△) 
 △614,436  △16,320  93,358  △4,683  △542,081  34,575  △507,506
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  前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

                                              (単位：千円) 

  前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

                                              (単位：千円) 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

     (1) アメリカ地域     ： 米国  

     (2) ヨーロッパ地域    ： ドイツ  

     (3) アジア・その他地域  ： 中国、台湾 

       ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

【海外売上高】

  アメリカ地域 ヨーロッパ地域 アジア・その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高  171,581  201,852  342,882  716,316

Ⅱ 連結売上高  －  －  －  1,262,597

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 13.6  16.0  27.1  56.7

  アメリカ地域 ヨーロッパ地域 アジア・その他地域 計 

Ⅰ 海外売上高  352,604  410,511  589,747  1,352,863

Ⅱ 連結売上高  －  －  －  2,310,335

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 15.3  17.8  25.5  58.6

－ 29 －



１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、当第２四半期連結会計期間から、これまでの事業部別の組織から営業・技術開発・製造等の機能

別の組織へ移行しました。しかし経営管理上は、製品群やサービスの特徴で区分した、従来の事業セグメン

トから得られる情報を全社的な意思決定の基礎と位置付けており、「精機関連」及び「光製品関連」の２つ

を報告セグメントとしております。  

 「精機関連」は、光ディスク成形用金型、粉末冶金用金型、レンズ等を生産しております。「光製品関

連」は、光コネクタ、光コネクタ付コード、光減衰器、フェルール、アイソレータ、光コネクタ研磨機、無

給電光伝送装置等を生産しております。 

  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

  

  当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

                                           （単位：千円） 

  

  当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

                                        （単位：千円） 

  

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

   当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）   

    セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 

  

  当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）   

   セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。  

  

【セグメント情報】

  精機関連 光製品関連 合計 

売上高       

外部顧客への売上高  464,983  2,002,754  2,467,737

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －

計  464,983  2,002,754  2,467,737

 セグメント利益又は損失(△)  △201,086  87,642  △113,443

  精機関連 光製品関連 合計 

売上高       

外部顧客への売上高  215,460  1,064,588  1,280,048

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －

計  215,460  1,064,588  1,280,048

 セグメント利益又は損失(△)  △79,614  65,995  △13,618
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４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

  （固定資産に係る重要な減損損失） 

        「精機関連」及び「光製品関連」セグメントにおいて、当該事業のキャッシュ・フローが継続してマ

イナスとなっており、将来キャッシュ・フローも当該事業用資産の見積期間内においてマイナスと見

込まれ、その使用価値を回収することは困難と認められることから、当該資産グループを減損損失と

して特別損失に計上しております。なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結会計期間にお

いて、「精機関連」セグメントで104,604千円、「光製品関連」セグメントで80,261千円でありま

す。 

  

    （のれんの金額の重要な変動）  

   該当事項はありません。 

  

 （重要な負ののれんの発生益） 

   該当事項はありません。  

  

  

   （追加情報） 

        第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20

年３月21日）を適用しております。  
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    当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

         金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。  

  

  

    当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

  有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。   

  

  

    当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

  デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 

  

  

    当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

     該当事項はありません。 

  

  

    当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日 至  平成22年９月30日） 

        該当事項はありません。 

  

  

    当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）     

     該当事項はありません。 

  

  

    当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

     賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が

ありません。 

  

  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額等 

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。 

   

       ３. １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。 

      

       ３. １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額  2,120.96 円 １株当たり純資産額  2,196.82 円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額(△)  △36.98 円 １株当たり四半期純損失金額(△)  △62.19 円

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純損失金額(△)（千円）  △338,018  △568,461

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純純損失(△)（千円）  △338,018  △568,461

普通株式の期中平均株式数（株）  9,140,172  9,140,113

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要 

 －  － 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額(△)  △18.03 円 １株当たり四半期純損失金額(△)  △33.70 円

  
前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純損失金額(△)（千円）  △164,815  △308,002

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円）  △164,815  △308,002

普通株式の期中平均株式数（株）  9,140,172  9,140,105

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要 

 －  － 
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    当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日 至  平成22年９月30日） 

  （希望退職者の募集） 

    当社は、平成22年11月12日開催の取締役会において、希望退職者の募集を行うことを決議いたしました。

  

  １.希望退職者募集の理由 

     需要の低迷などにより厳しい経営環境が続くなか、経営構造改革の一環として人員の適正化などによる

固定費の削減と業務効率化に取り組んでまいりましたが、更なる合理化が必要と判断し、今回の希望退職

者の募集を行うこととしました。  

  

  ２.希望退職者募集の概要 

     対象者  当社の勤続１年以上の正社員 

     募集人員 26名程度 

     募集期間 平成22年12月15日から平成23年１月14日 

     退職日  平成23年２月20日 

     優遇措置 会社都合による退職金に加え、特別退職割増金を支給する。また、希望退職者に対しては再

就職支援会社を通じて再就職支援を行う。 

  

  ３.損益に与える影響 

    これに伴う今後の財政状態及び経営成績に与える影響を現時点で見積もることは困難でありますが、平成

23年３月期に特別損失として計上する予定であります。  

  

  

  

  

    当第２四半期連結会計期間（自  平成22年７月１日 至  平成22年９月30日） 

  当第２四半期会計期間末におけるリース取引残高は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。 

  

（重要な後発事象）

（リース取引関係）
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 該当事項はありません。 

  

２【その他】
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該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月12日

株式会社精工技研 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 後 藤  孝 男  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 白 田  英 生  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 山 田    円  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社精工技

研の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社精工技研及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月12日

株式会社精工技研 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 後 藤  孝 男  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 白 田  英 生  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 山 田    円  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社精工技

研の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成

22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社精工技研及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月12日 

【会社名】 株式会社精工技研 

【英訳名】 SEIKOH GIKEN Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  上 野 昌 利 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 千葉県松戸市松飛台296番地の１ 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 



 当社代表取締役社長 上野昌利 は、当社の第39期第２四半期（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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